
９．セグメント情報
（単位：円）

一 般 勘 定 労 災 勘 定 雇 用 勘 定 計 法 人 共 通 合 計 消 去 総 計

事 業 費 用 427¶138¶504 122¶029¶818 1¶988¶582¶543 2¶537¶750¶865 ` 2¶537¶750¶865 � 55¶757 2¶537¶695¶108

業 務 費 311¶395¶074 69¶382¶739 1¶461¶945¶543 1¶842¶723¶356 ` 1¶842¶723¶356 � 14¶759 1¶842¶708¶597

一 般 管 理 費 115¶743¶430 52¶647¶079 523¶923¶363 692¶313¶872 ` 692¶313¶872 � 40¶998 692¶272¶874

事 業 収 益 427¶287¶983 122¶289¶384 1¶993¶923¶701 2¶543¶501¶068 ` 2¶543¶501¶068 � 55¶757 2¶543¶445¶311

運営費交付金 374¶574¶406 121¶459¶902 1¶951¶157¶839 2¶447¶192¶147 ` 2¶447¶192¶147 ` 2¶447¶192¶147

資産見返負債 257¶280 248¶703 26¶868¶659 27¶374¶642 ` 27¶374¶642 ` 27¶374¶642

業 務 収 入 49¶533¶420 0 55¶757 49¶589¶177 ` 49¶589¶177 � 55¶757 49¶533¶420

事 業 損 益 149¶479 259¶566 5¶341¶158 5¶750¶203 ` 5¶750¶203 0 5¶750¶203

総 資 産 951¶716¶912 1¶912¶557¶044 5¶661¶078¶714 8¶525¶352¶670 ` 8¶525¶352¶670 � 48¶409¶247 8¶476¶943¶423

流 動 資 産
現金及び預金 233¶615¶196 196¶322¶912 762¶111¶782 1¶192¶049¶890 ` 1¶192¶049¶890 ` 1¶192¶049¶890

有 価 証 券 0 0 200¶194¶987 200¶194¶987 ` 200¶194¶987 ` 200¶194¶987

未 収 金 8¶399¶159 9¶125¶537 59¶445¶769 76¶970¶465 ` 76¶970¶465 � 48¶409¶247 28¶561¶218

固 定 資 産
有形固定資産 306¶466¶532 1¶706¶823¶126 4¶422¶022¶212 6¶435¶311¶870 ` 6¶435¶311¶870 ` 6¶435¶311¶870

投資有価証券 400¶529¶361 0 199¶859¶506 600¶388¶867 ` 600¶388¶867 ` 600¶388¶867

７．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
施設費の明細

（単位：円）

区 分 当期交付額

左 の 会 計 処 理 内 訳

摘 要
建設仮勘定
見返施設費 資本剰余金 そ の 他

施設整備費補助金 302¶223¶392 0 302¶223¶392 0

計 302¶223¶392 0 302¶223¶392 0

８．役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 (2¶184)
74¶462

(1)
5

(0)
7¶089

(0)
2

職 員 (102¶353)
1¶119¶721

(19)
108

(0)
52¶945

(0)
4

合 計 (104¶537)
1¶194¶183

(20)
113

(0)
60¶034

(0)
6
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\ 非常勤役員及び職員に対する報酬又は給与支給額及び支給人員は、各々の区分において（ ）
外書で記載しております。

] 役員に対する給与の支給基準
独立行政法人労働政策研究・研修機構役員報酬規程に基づき支給しております。

^ 職員に対する給与の支給基準
独立行政法人労働政策研究・研修機構職員給与規程に基づき支給しております。
また、非常勤職員については、独立行政法人労働政策研究・研修機構嘱託に関する取扱要領
に基づき支給しております。

_ 職員の報酬又は給与の支給人員は、年間平均支給人員数となっております。
` 支給人員数については、独立行政法人労働政策研究・研修機構の業務運営並びに財務及び会計
に関する省令（平成15年９月30日厚生労働省令第151号）第10条に基づく共通経費の各勘定への
配分をする前の支給人員を記載しております。

a 職員に対する退職手当の支給基準
独立行政法人労働政策研究・研修機構職員退職手当支給規程に基づき支給しております。
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